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１ はじめに

非営利組織の活動領域の拡大や市民運動の活発化、

関連する法制度の整備に伴い、日本においても近年、

環境、福祉、教育等に関する社会問題に対処する主

体としての非営利組織の活動に注目が集まるように

なった。こうした、非営利組織の社会的経済的意義

の増大は、それらによる資源利用の効率や、より効

果的な活動のありようをめぐるマネジメント問題と

マーケティング問題を顕在化させ、関係分野にはあ

らためて専門的な研究努力が向けられつつある。

周知のように、非営利組織をマーケティング研究

の対象に含めることを早くに唱導したのは、Kotler

である。Kotler＝Levy（1968a）によるマーケティン

グ概念拡張の提案は発表当時において既に大きな反

響を呼んだと言われ、その是非をめぐって、所謂、

概念拡張論争を引き起こした。この論争は、米国に

おける非営利セクションの拡大という現実問題に応

じる形で、概念拡張を承認する方向で終息したと

言って良いだろう。

現実に、マーケティングの応用領域の拡張は既に

進展して久しく、今日その是非をあらためて論じる

ことの意義は乏しいとする見方もあろう。しかし、

こうした拡張がマーケティングの理論的研究に対し

て成しうる貢献について考察を継続することは、既

に行なわれた選択の帰結をより実り多いものにする

示唆を与えるものとして、いくばくかの意義を持つ

のではないだろうか。本稿では、非営利組織研究が

今日直面している課題が、マーケティング論の理論

的研究に対してどのようなフィードバックを持ちう

るかを考察することにしたい。

２ 非営利組織活動へのマーケティング概念

の拡張

2–1 概念拡張論とマーケティングの一般概念1）

非営利組織マーケティング論研究の発展は Kotler

の力によるところが大きく、Kotler＝Levy（1969a）

に始まる所謂マーケティング概念拡張論が、その発

展の基礎を成してきたと言ってよいであろう。彼ら

はこの論文で、非営利組織においてもマーケティン

グに類似した活動が実践されていることを例示し、

非営利組織によるそうした活動を包摂できるよう、

マーケティング概念を適宜拡張すべきであると主張

することで、概念拡張論争の嚆矢を放った。

当初の彼らの主張は、①非営利組織が物的製品、

サービス、人、組織、アイデアのような種々の形態

をとりうる“製品”を持っていること、②顧客、理

事、活動的公衆、一般公衆といった満足させるべき

“消費者”を持っていること、③製品、価格設定、流

通、コミュニケーションに相当する“マーケティン

グ・ツール”を持っていることの３点を論拠として、

企業のマーケティングに関する研究成果が非営利組

織の類似活動に類推的に適用可能であり、マーケ

ティング論は新たな社会的要請に応えるべきである

とするものであった。

その後、マーケティングの研究対象を市場取引に

関連する活動に限定すべきであるとするLuck（1969）

の批判に応える中で、その主張はさらに洗練され、

マーケティング研究の対象を広く交換一般に関連す

る活動に拡張すべきとする立場が明瞭となる2）。す

なわち、市場取引を特徴づけている売買や営利と

いった要素は単なる研究上の旧い伝統に過ぎないも

のとしてしりぞけられ、企業のマーケティング活動

と非営利組織の類似活動を統一的に把握するための

基礎概念として、より一般的な“交換”の概念が

非営利組織マーケティング研究の理論的側面
──マーケティング概念拡張論の理論的意義を探って──
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マーケティングの基礎概念として位置付けられ、マー

ケティング論における“パラダイム”の転換がうな

がされたのであった3）。

交換を基礎概念として拡張されたマーケティング

論の再定義が、さらにその後“マーケティングの一

般概念”として Kotler（1972）によって示されたこ

とで、マーケティング概念の拡張は一応完了したと

考えてよいであろう4）。Kotler（1972）はマーケティ

ングの意識の変化を３段階の発展段階5）に分け、そ

の第３段階を、個人を含む複数当事者間における価

値交換一般を意味する“取引”を中心概念とする

マーケティングの段階とした。そして、より包括的

なマーケティング観としての“マーケティングの一

般概念”を４つの公理とそれに付随する系によって

規定した。その全てを提示する必要はないと思われ

るため、４つの公理と公理自体の了解に必須と考え

られる系のみを示すと、次のようなものであった6）。

〔公理１〕

マーケティングは２つ以上の社会的単位にかか

わる。

〔公理２〕

１つの社会的単位は、他の社会的単位から何ら

かの社会的対象物について、特定の反応を求め

ている。

系2.1：反応を求める社会的単位をマーケター、

反応を求められている社会的単位を市場と呼ぶ。

〔公理３〕

市場の反応確率は一定ではない。

〔公理４〕

マーケティングとは、市場に対し、価値を創造

し提供することで、望ましい反応を創出しよう

とする試みである。

Kotlerの規定によれば、マーケティングの主体は

反応を求めている社会的単位としての“マーケター”

と反応を求められる社会的単位としての“市場”で

あり、営利非営利を問わず組織一般や個人が具体的

な単位として想定されている。マーケティングの対

象物には財・サービス、組織、人、場所、アイデア

のほか、感情や時間などの価値物一般が想定され、

マーケティング問題は市場の望ましい反応を創出す

る技法の探求として設定されることになる7）。

2–2 今日における概念拡張論争の争点

1985年のアメリカマーケティング協会の定義変更

は、Kotlerらによる概念拡張が社会的認知を得たこ

とを示すものと考えることができる。しかし、概念

拡張の研究上の意義は必ずしも広く了解されたとは

言えず、谷本（2001）によれば、現在でも以下のよ

うな点が争われている。

第１の争点はマーケティング主体の拡張をめぐる

議論の中にある。論争の初期に見られたような、非

営利組織をマーケティング研究の対象に含むべきで

はないとする素朴な見解は、現在ではあまり見られ

なくなっている。しかし、多様な非営利組織のうち、

どこまでをマーケティング研究の対象とするかとい

う点には現在もなお争いを残している。

谷本（2001）は非営利組織を資本の公私の区別無

く“非営利経済事業組織”と“非経済事業組織”に

分類し、さらに非経済事業組織を“市場取引型”と

“非市場取引型”に分類して整理を試みている。こ

の枠組みの中では、Kotlerの立場は非市場取引型の

組織にまで研究対象を拡張するものとして位置付け

られる。非市場取引型の組織にまで研究対象を拡張

した場合、マーケティングは主体の性質や目的とは

無関係な交換創造の技術として認識されることにな

り、マーケティング主体は、完全に無限定化される。

しかし、この点において、研究上の伝統的蓄積を重

視する立場と、対象の拡張を求める実践的要請を重

視する立場との間には自ずと対立を生じる。

第２の争点は、マーケティングの対象物の拡張を

めぐる議論に含まれる、無料の提供物を研究対象に

含めるべきか否かという問題である。これは対価の

支払を伴わない非市場型取引をマーケティングの研

究対象とすべきか否かという問題とパラレルな議論

を構成し、環境保護や人権擁護などのアイデアそれ

自体をマーケティングの対象と見なすソーシャル

マーケティングに対する研究上の態度決定にも直結

する。非営利組織のアドボカシーやキャンペーンの

実践の場においてマーケティングの知見が盛んに応

用されつつあることは事実だが、そうしたアイデア
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自体の普及活動をマーケティングとして受け入れる

ことは、マーケティング論を単なる説得の技術とみ

なす態度を受け入れることと一体のものと考えられ、

第１の争点の場合と同様の争点を残している。

谷本（2001）の整理による以上の２つの争点は結

局、初期の論争と同様、学科の一貫性を保持しつつ、

発展を期するという意図に照らして、マーケティン

グ研究の実践的問題領域の拡張を好ましいものと考

えられるか否か、という点に帰着すると考えられる。

主体と客体のカテゴリーを限定することは、明らか

に、学科の一貫性を保つ方途の一つだが、唯一の方

途ではない。理論の中心的な機構と概念が強靭であ

ることが、学科の一貫性を保持するのに力あること

もまた、明らかである。したがって、概念拡張が理

論的研究にもたらしうる貢献について考察すること

は、現在争われている問題に対する異なる視座から

の応答の一つとなりえよう。

マーケティングの実践的問題領域の拡張は、理論

的な研究の展開を、重視する立場から見れば、経験

的応用の分野を加えることに等しいであろう。この

ことが学科の理論的研究にどのような貢献をもたら

すのか、科学的知識の進歩にどのように貢献するの

かを、以下に考察する。

３ 実践的問題領域拡張の理論的問題探求へ

の貢献について

3–1 Kotlerの概念拡張と理論的問題探求8）

ここでまず、Kotlerによる概念拡張の引き起こす

状況を図１のマトリクスを用いて整理しよう。左に

示した行タイトルは拡張されたマーケティング主体

の示すスペクトラムであり9）、それぞれの主体につ

いて取引対象物を財・サービスとアイデアに分類し

た。アイデアはさらに、広告など需要創造を目的と

して供給されるマーケティングに伝統的な意味での

アイデア（上の行）と、Kotler的なソーシャルマー

ケティングによって伝達されるアイデア（下の行）

とに区分している。営利と非営利の差違は利潤の分

配／未分配によって、また経済事業と非経済事業の

差違は経済外的価値追求の有無によって、市場取引

型と非市場取引型の差違は、典型的には、価値物の

供給者に対する受益者からの直接的な対価の支払の

有無によって区分される。

この図において、Shaw（1912）以来の最も伝統的

なマーケティング論の実践的問題領域は（1）と（3）の

セルに属するものとなる。また、堀越（2001）の整

理によれば、企業内行為、競合企業、社会など、伝

統的には与件と考えられていた要因を操作可能な対

象と捉える現代的マーケティングの実践的問題領域

は（1）～（4）まで拡張される。しかし、Kotlerの一般

概念では、さらに大きく（1）～（24）の全てのセルに

までマーケティングの実践的問題領域が拡張される

ことになる。Kotler的な概念拡張が（1）～（4）の領域

で培われた理論的蓄積と連続的な理論的問題探求に

対する貢献を成しうるとすれば、理論的な側面から

マーケティング論における知識進歩に貢献したと

言って良いであろう。

新たな実践の試みが理論研究に対する貢献として

評価されるのは、次の４つのケースのいずれかに該

当する場合である10）。

第１に既成の理論に対する反証事例を構成する

ケース。第２に冒険的な仮説に対する初期の験証を

構成するケース。第３に実践が理論研究の経験的操

作性を高めるケース。第４に実践の蓄積が理論的問

題探求における発見的役割を果たすケース。

まず、概念拡張が第１のケースによって貢献をな

すには、その前提として当該理論の反証可能性が担

保されていなければならない。反証可能な理論であ

ればこそ実践は反証を通じて新たな理論的問題を提

示して理論の進歩を促す役割を果たすことができる

からである。しかし、非営利組織に適用される（1）

～（4）におけるマーケティング論の知識は必ずしも

一定の観察言明の出現を明確には禁じておらず、し

たがって必ずしも反証可能性を持っていない。この

ため、概念拡張が第１のケースとして理論的研究に

貢献する見込みは乏しいと言わざるをえない11）。

概念拡張が第２のケースとして貢献をなすには、

概念拡張に当って既存のマーケティング理論に対す

る反証命題を含んだ、新たな理論的仮説が提示され

ていなければならない。原則的に、験証が有意義で
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ありうるのは確立された理論を反証しつつ、より多

くの潜在的反証言明を有するような一群の仮説が、

初めて験証される場合に限られる。この場合、先行

理論の反証可能性と、新理論の反証可能性はともに

担保されなければならない。しかし、先行理論がす

でに述べたような状況にあるため、このケースに該

当する貢献がなされる見込みも乏しい。

概念拡張が第３のケースとして貢献するか否かの

評価は、概念拡張の影響を受けるマーケティング概

念の適切な操作的定義を求めることが、市場取引に

限定される場合より容易に行われうるか否かがその

基準となる。しかし、概念拡張はむしろ操作的定義

のより困難な領域にマーケティング理論の適用を拡

大するものである。例えば既述した取引対象の拡張

は、取引の結果として“市場”に生じる効用概念の

拡張、“マーケター”に対する支払・対価概念の拡

張を伴うが、貨幣を媒介としない取引において、こ

れら拡張された概念にいかなる操作的定義を与えう

るかを考えれば、結論は容易に導かれるであろう。

最後に、概念拡張が第４のケースとして貢献する

場合、適用されるマーケティング論の知見は、当該

実践分野における記述的研究になんらかの認識論的

枠組みを提供することになり、その貢献は後に現わ

れる理論仮説の土台としての間接的なものとなる。

こうした貢献を概念拡張の成果と考えるか否かは微

妙な問題だが、新たな実践の場が提供されたことに

よって当の理論的問題領域に対する社会的研究意欲

が高まった結果、新たな発見と理論の提示が行なわ

れたのだとすれば、全く無視することはできない12）。

この種の貢献が成される可能性は未来に関して常に

残されており、概念拡張が理論的問題探求に貢献で

きる、見込みの最も大きなケースと考えられる。

3–2 非営利組織研究の課題とマーケティング理論

現在、非営利組織研究の焦点の１つは、図１の

（19）～（22）に属する取引の型に置かれており、マー

ケティング論からの知見の援用が最も強く意識され

ているもまた、この領域である。非経済事業組織に

は官庁、医療機関（病院）、教育機関（大学）、福祉

機関、文化機関（美術館・図書館）、宗教組織（教

会、寺社）などが含まれるが、（19）～（22）のような

取引を行なう非市場取引型の組織は、官庁を別とす

れば環境問題等に関するアドボカシー型 NPOのよ

うな限られたものになる。それでもなおこうした型

顧客（消費者）

流通業者

関連する

全ての公衆

営利事業組織

・個人

財・サービス （1） （2）

アイデア
（3） （4）

（5） （6）

非営利

経済事業組織

・個人

財・サービス （7） （8）

アイデア
（9） （10）

（11） （12）

市場取引型

非経済事業組織

・個人

財・サービス （13） （14）

アイデア
（15） （16）

（17） （18）

非市場取引型

非経済事業組織

・個人

財・サービス （19） （20）

アイデア
（21） （22）

（23） （24）

市場取引

社会的交換

市場取引

社会的交換

市場取引

社会的交換

準市場取引

社会的交換

主体

対象

標的

図１ 拡張されたマーケティングの対象領域と取引13）
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の取引に関心が集まるのは、多くの民間非営利組織

にとって最も重要かつ困難な課題である恒常的資金

調達を取り巻く問題が最も先鋭に顕れているためで

あろう。

この型の取引を典型的に特徴付けるのは、費用負

担者と、組織がその提供を主務とする財・サービス

の受益者の分離である。取引の主体である非市場取

引型組織は、価値物の提供から直接対価を得られな

いため通常の財・サービス市場を想定することはで

きず、価値物提供活動のための資金を受益者以外の

何者かから調達しなければならない。主な資金調達

手段として想定されるのは、多くの場合、支援者か

らの寄付である。

非営利組織経営にマーケティングの導入を求める

河口（2001）は、非営利組織の活動の中に２種類の

マーケティング機会を見出している。最も重視され

るマーケティング機会は、寄付金獲得の場面である。

「適切な NPOに寄付し、社会貢献を行なったことに

より精神的満足感を得る」ことを目的とするものと

規定される潜在的寄付者と、「他団体と競争して寄

付を獲得する」ものと規定される非営利組織によっ

て構成される14）交換の場である「準市場」における

取引が、資金調達のためのマーケティング機会とし

て捉えられている15）。

第２のマーケティング機会は、非営利組織と受益

者による取引の場面に見出されている。準市場で取

引されるのは一方の取引当事者である非営利組織に

よって“提示された活動内容”と、支援者の支払う

“寄付”だが、寄付の多寡は、受けとった効用に対

する受益者の評価を必ずしも反映しない。こうして

非営利組織による財・サービスの提供は受益者の

ニーズを反映しようとする意識が薄くなることから、

顧客志向コンセプトの導入による事態の改善が展望

されている。

よりマクロな観点から非営利組織のマーケティン

グ問題を考察した田中（2000）は、準市場からの資

金調達がもたらす社会的非効率性を「ミスマッチ問

題」と呼び、河口の指摘するような２種類のマーケ

ティング機会と、そこに生じる課題を捉えている。

「資源提供希望者の多くが非営利組織に到達できず、

また到達しても提供された資源が非営利組織で有効

に活用されていない」16）と問題を総括した上で、Kotler

の見解に依拠しつつ、非営利組織がカウンターパー

トの異なる２種類の市場に直面しているものと想定

する。「サービス（および財：筆註）の提供を望む

受益者」と「資源提供を希望し、それと交換に社会

参加の欲求を充足しようとする寄付者やボランティ

ア」が、それぞれに種類の異なる需要者と見なされ、

そのそれぞれに対するマーケティングの導入が展望

される。

ここに取り上げた２つの研究のように、非営利組

織研究分野における直近の研究には、非営利組織に

顕著なマーケティング論的問題を２つの別個な市場

に対するマーケティング問題として捉える傾向が見

られる。これは、伝統的なマーケティング理論が持

つ説明構造と、概念拡張の実践的問題領域拡張とい

う性格を考え合わせれば順当な展開といって良いで

あろう。従来のマーケティング理論の多くは主体か

ら客体への働きかけや、その反応を想定する個体主

義的アプローチか、売手と買手の二者を単位として

その相互作用に注目するダイアド的アプローチの何

れかに依拠しており、これを非営利組織の問題に応

用しようとすれば、２つの市場の問題として状況を

モデル化することが最も容易な応用の途となる。

しかし、これら２つの市場を分離したまま扱い続

けることには、早晩、困難を生じるであろう。支援

者との間に想定される市場には非営利組織の活動内

容に関する大きな情報の非対称性が残される一方、

受益者との間に想定される市場では受益者の効用評

価が非営利組織の資源調達に影響を及ぼさないため、

個々の市場が無関係なまま全体として最適に調整さ

れる17）とは考えにくく、安易な応用はマーケティン

グを悪徳の技術に貶めるおそれすら持っている。こ

うした問題に直面した非営利組織のマーケティング

研究が、個体主義的あるいはダイアド的アプローチ

によって形成された従来の理論を包摂するような、

大胆な理論仮説の提示に及ぶとするならば、その時

は、概念拡張が第４のケースに該当する発見的な貢

献を成しえたと言うことができるであろう。
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４ 結 語

本稿では、Kotler的な概念拡張を、理論の実践的

応用分野の拡大として、一旦受け容れ、それが理論

的研究に貢献しうるケースを整理することで、概念

拡張が理論的研究の領域に、どのように貢献しうる

かを考察した。概念拡張による知見の蓄積は、発見

的役割において理論的研究に貢献する可能性を常に

持っていることから、概念拡張による理論的研究へ

の貢献の可能性は常に開かれていると考えてよいで

あろう。

一方、非営利組織の直面する交換系は、特有の構

造的特徴を持っており、通常の市場モデルを単純に

適用することは、社会的に望ましくない結果を導く

おそれがある。このことから、非営利組織のマーケ

ティング研究においては、この特有の交換系と通常

の市場モデルを包摂する新たな理論仮説が提案され

る機会を展望することができる。
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